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県内の外国人住民数が４１，６２５人に増加しました 

外国人住民国籍別人口調査（平成２７年１２月３１日現在）の結果 

 

 

三重県では、市町の協力を得て外国人住民数の調査を年１回実施しています。調査結果の概要

は以下のとおりです。詳細は別添資料をご参照ください。 

 なお、この調査結果において、平成２３年以前の「外国人住民数」は、外国人登録法に基づく

外国人登録者数を指します。 

 

調査結果概要 

（１）平成２７年末現在の三重県内の外国人住民数 

４１，６２５人（前年比３７４人、０．９％増） 

※なお、外国人住民数は、１０年前の平成１７年（４７，５５１人）より０．８８倍、 

平成元年（１０，４４１人）より３．９９倍となっています。 

 

（２）県内総人口に占める外国人住民の割合 

２．２５％（前年の２．２２％（三重県調べ）より０．０３ポイント増） 

※参考データ：平成２６年末現在２．３５％（全国第３位「法務省 在留外国人統計」より） 

 

（３）国籍別の外国人住民数では、多い国から順に下記のとおりとなりました。 

また、出身国籍の数は１０６か国（平成２６年末 １０３か国）でした。 

   ・ブラジル  １１，１３３人、前年比３．２％減 

・中国     ８，２１６人、前年比５．９％減 

・フィリピン  ６，０００人、前年比１．９％増 

 

（４）市町別の外国人住民数では、多い市町から順に下記のとおりとなりました。 

・四日市市   ７，８７６人、外国人住民の割合２．５２％ 

・津市     ７，４０３人、同２．６２％ 

・鈴鹿市    ７，０１１人、同３．５０％ 

また、外国人住民の割合では、多い市町から順に下記のとおりとなりました。 

・伊賀市     ４．４２％ 

・木曽岬町    ４．２９％ 

・鈴鹿市     ３．５０％ 

参考資料１ 
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資料編：三重県内の外国人の状況について 

 

 平成 27 年 12 月末現在の三重県の外国人住民数は 41,625 人で、前年より 374 人（0.9％）増加しまし

た。外国人住民数は、平成 20 年の 53,082 人をピークに、経済状況の悪化に伴い減少を続けていました

が、昨年から 2 年連続で増加しました。 

外国人住民数は、10 年前（平成 17 年：47,551 人）の 0.88 倍、出入国管理及び難民認定法（以下「入

管法」という。）が改正される前の 26 年前（平成元年：10,441 人）の 3.99 倍となっています。 

また、県内総人口に占める外国人住民の割合は 0.03 ポイント増加し、2.25％になりました（前年

2.35％：全国３位「法務省 在留外国人統計」）。 

 

１．国籍別内訳 

本県の外国人住民数を国籍別にみると、ブラジルが 11,133 人で全体の 26.7%を占め、以下中国、フ

ィリピン、韓国又は朝鮮、ペルーと続いており、上位 5 か国で 79.9％を占めます。国籍別の上位 10 か

国の順位に変化はありませんでした。また、国籍の数は、前年より 3 か国増加し、106 か国でした。 

ブラジルは、平成 20 年の 21,487 人から 7 年連続で減少し、平成 27 年末には前年比 3.2％減の 11,133

人となりました。 

中国も、平成 20 年の 9,993 人から 7 年連続で減少し、平成 27 年末には前年比 5.9%減の 8,216 人と

なりました。 

フィリピンは、平成 22 年の 5,443 人から 2 年連続で減少していましたが、平成 25 年から増加し、平

成 27 年末には前年比 1.9％増の 6,000 人となりました。 

韓国又は朝鮮は、平成 2 年の 8,332 人から減少し、平成 27 年末には前年比 2.9％減の 4,954 人となり

ました。 

   

順位 国籍 外国人住民数 構成比 増減数 増減率 

１ ブラジル 11,133 人 26.7% -372 人 -3.2% 

２ 中国 8,216 人 19.7% -515 人 -5.9% 

３ フィリピン 6,000 人 14.4% 110 人 1.9% 

４ 韓国又は朝鮮 4,954 人 11.9% -149 人 -2.9% 

５ ペルー 2,976 人 7.1% 36 人 1.2% 

６ ベトナム 2,509 人 6.0% 727 人 40.8% 

７ タイ 1,171 人 2.8% 102 人 9.5% 

８ インドネシア 984 人 2.4% 97 人 10.9% 

９ ボリビア 880 人 2.1% 37 人 4.4% 

１０ ネパール 540 人 1.3% 69 人 14.6% 

その他 2,262 人 5.4% 232 人 11.4% 

三重県計 41,625 人 100.0% 374 人 0.9% 

・朝鮮とは、朝鮮半島出身者をいいます。中国には、台湾出身者を含みます。 

・構成比は四捨五入しているため合計が 100％にならない場合があります。 
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国籍別順位上位 5 か国の外国人住民数が多い市町は次のとおりです。（ ）内の数値は、三重県内の 

同国籍の外国人住民数全体に占める割合です。 

 

国 籍 第１位 第２位 第３位 

ブラジル 

１１，１３３人 

鈴鹿市  2,527 人 

(22.7%) 

四日市市 2,037 人 

     (18.3%) 

津市   1,917 人 

(17.2%) 

中国 

  ８，２１６人 

津市   1,706 人 

(20.8%) 

四日市市  1,481 人 

(18.0%) 

鈴鹿市      922 人 

(11.2%) 

フィリピン 

６，０００人 

松阪市    2,326 人 

(38.8%) 

津市   1,187 人 

(19.8%) 

四日市市    707 人 

(11.8%) 

韓国又は朝鮮 

４，９５４人 

四日市市 1,758 人 

(35.5%) 

桑名市   709 人 

(14.3%) 

鈴鹿市      591 人 

(11.9%) 

ペルー 

２，９７６人 

鈴鹿市  1,195 人 

(40.2%) 

伊賀市   441 人 

(14.8%) 

四日市市    433 人 

(14.5%) 

 

２．市町別内訳 

市町別外国人住民数の上位 10 市町は以下のとおりです。昨年から順位の変化はありませんでした。

上位 10 市町で全体の 91.4%を占めています。 

順位 市町名 外国人住民数 構成比 増減数 増減率 

１ 四日市市 7,876 人 18.9% 186 人 2.4% 

２ 津    市 7,403 人 17.8% 139 人 1.9% 

３ 鈴 鹿 市 7,011 人 16.8% 49 人 0.7% 

４ 伊 賀 市 4,184 人 10.1% 4 人 0.1% 

５ 松 阪 市 3,840 人 9.2%  -124 人 -3.1% 

６ 桑 名 市 3,049 人 7.3% 115 人 3.9% 

７ 亀 山 市 1,647 人 4.0% -64 人 -3.7% 

８ いなべ市 1,419 人 3.4%  31 人 2.2% 

９ 伊 勢 市   836 人 2.0%  -50 人 -5.6% 

１０ 菰 野 町    779 人 1.9%  -22 人 -2.7% 

 

外国人住民数上位 5 市町における外国人住民数の多い国籍は、次のとおりです。（ ）内の数値は、

同市町内外国人住民全体に占める割合です。 

市町村名 第１位 第２位 第３位 

四日市市 

7,876 人 

ブラジル    2,037 人 

(25.9%) 

韓国又は朝鮮 1,758 人 

(22.3%) 

中国     1,481 人 

(18.8%) 

津市 

7,403 人 

ブラジル    1,917 人 

(25.9%) 

中国          1,706 人 

(23.0%) 

フィリピン  1,187 人 

(16.0%) 

鈴鹿市 

7,011 人 

ブラジル    2,527 人 

(36.0%) 

ペルー     1,195 人 

(17.0%) 

中国          922 人 

(13.2%) 

伊賀市 

4,184 人 

ブラジル    1,891 人 

(45.2%) 

中国        699 人 

(16.7%) 

ペルー    441 人 

(10.5%) 

松阪市 

3,840 人 

フィリピン  2,326人 

(60.6%) 

中国       642 人 

(16.7%) 

韓国又は朝鮮 260 人 

(6.8%) 
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３．市町別外国人住民数の割合 

総人口に占める外国人住民数の割合が高い上位 10 市町は、次のとおりです。昨年から順位の変化は

ありませんでした。 

順位 市町名 外国人の割合 外国人住民数 日本人の人口 

１ 伊 賀 市 4.42% 4,184 人 90,524 人 

２ 木曽岬町 4.29%   276 人  6,162 人 

３ 鈴 鹿 市 3.50% 7,011 人 193,537 人 

４ 亀 山 市 3.31% 1,647 人  48,143 人 

５ いなべ市 3.09% 1,419 人  44,546 人 

６ 川 越 町 2.68%   400 人  14,522 人 

７ 津    市 2.62% 7,403 人 275,628 人 

８ 四日市市 2.52% 7,876 人 304,601 人 

９ 松 阪 市 2.29% 3,840 人 163,603 人 

１０ 桑 名 市 2.13% 3,049 人 140,100 人 

三 重 県 計 2.25% 41,625 人 1,808,403 人 

 

４．外国人住民数の推移 

過去の外国人住民数の推移は次のとおりです。指数は入管法の改正（※）以前の平成元年を 100 とし

て計算しています。 

（※）【参考】入管法の改正 

平成元年に成立、翌平成 2 年（1990 年）に施行された「出入国管理及び難民認定法」の改正で、 

日系 3 世までの外国人について活動に制限を設けない「定住者」という在留資格を新設するなど従来の

在留資格を大幅に拡充する等の改正が行われた。 

年 外国人住民数 対前年増減率 指数 

平成元年 10,441 人 － 100 

平成２年 11,988 人 14.8% 115 

平成３年 15,617 人 30.3% 150 

平成４年 17,988 人 15.2% 172 

平成５年 18,688 人 3.9% 179 

平成６年 19,313 人 3.3% 185 

平成７年 20,566 人 6.5% 197 

平成８年 23,926 人 16.3% 229 

平成９年 26,856 人 12.2% 257 

平成１０年 28,203 人 5.0% 270 

平成１１年 29,199 人 3.5% 280 

平成１２年 32,457 人 11.2% 311 

平成１３年 35,524 人 9.4% 340 

平成１４年 36,988 人 4.1% 354 

平成１５年 39,838 人 7.7% 382 

平成１６年 43,621 人 9.5% 418 

平成１７年 47,551 人 9.0% 455 

平成１８年 49,304 人 3.7% 472 

平成１９年 51,638 人 4.7% 495 

平成２０年 53,082 人 2.8% 508 

平成２１年 49,076 人 -7.5% 470 

平成２２年 46,817 人 -4.6% 448 

平成２３年 45,547 人 -2.7% 436 

平成２４年 41,811 人 -8.2% 400 

平成２５年 41,221 人 -1.4% 395 

平成２６年 41,251 人 0.1% 395 

平成２７年 41,625 人 0.9% 399 
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年 外国人住民総数 ブラジル 中国 フィリピン 韓国又は朝鮮 ペルー 

平成元年 10,441 521 581 459 8,256 83 

平成 5年 18,688 6,320 1,257 748 8,151 888 

平成 6年 19,313 6,504 1,293 918 8,025 1,025 

平成 7年 20,566 7,616 1,357 839 7,899 1,171 

平成 8年 23,926 10,259 1,476 966 7,702 1,430 

平成 9年 26,856 12,516 1,641 1,059 7,625 1,565 

平成 10 年 28,203 13,248 1,748 1,157 7,492 1,671 

平成 11 年 29,199 13,611 2,042 1,322 7,352 1,788 

平成 12 年 32,457 15,574 2,425 1,635 7,182 2,057 

平成 13 年 35,524 16,882 2,884 1,967 7,086 2,440 

平成 14 年 36,988 17,064 3,413 2,202 6,933 2,630 

平成 15 年 39,838 17,984 4,167 2,726 6,681 2,855 

平成 16 年 43,621 19,095 5,270 3,645 6,602 3,112 

平成 17 年 47,551 20,659 6,562 4,249 6,411 3,432 

平成 18 年 49,304 20,801 7,891 4,414 6,363 3,593 

平成 19 年 51,638 21,338 9,019 4,764 6,205 3,787 

平成 20 年 53,082 21,487 9,993 5,094 6,095 3,793 

平成 21 年 49,076  18,461  9,733  5,091  5,981  3,635  

平成 22 年 46,817  16,651  9,588  5,443  5,789  3,467  

平成 23 年 45,547  15,232  9,553  5,375  5,584  3,403  

平成 24 年 41,811  12,674  9,354  5,289  5,360  3,105  

平成 25 年 41,221  12,002  9,015  5,646  5,195  3,017  

平成 26 年 41,251  11,505  8,731  5,890  5,103  2,940  

平成 27 年 41,625 11,133 8,216 6,000 4,954 2,976 

 

外国人住民数の推移 

 

（注）この調査結果において、平成 23 年以前の「外国人住民数」は、外国人登録法に基づく 

外国人登録者数を指します。 
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三重県内の在留外国人数と主な在留資格別在留外国人数の推移

年
2004年

(H16)

2005年

(H17)

2006年

(H18)

2007年

(H19)

2008年

(H20)

2009年

(H21)

2010年

(H22)

2011年

（H23）

2012年

（H24）

2013年

（H25）

2014年

（H26）

永住者 5,651 7,385 9,527 11,417 13,561 14,746 15,730 16,435 16,525 17,115 17,194

定住者 13,294 15,085 15,328 15,169 14,444 11,421 9,731 8,422 7,401 7,251 7,064

日本人の配偶者等 7,065 7,168 6,824 6,566 5,830 4,736 3,689 3,420 2,922 2,810 2,664

永住者の配偶者等 138 201 272 383 438 491 541 580 617 609 644

特別永住者 6,188 5,980 5,890 5,728 5,605 5,470 5,281 5,115 4,963 4,828 4,576

研修 1,970 1,875 2,982 3,624 3,340 2,384 239 94 24 20 24

特定活動（＊） 2,054 3,408 3,676 4,128 4,896 4,921 2,374 591 148 151 202

技能実習 4,188 6,180 6,439 6,351 6,739

留学 797 752 791 693 715 804 1,050 1,048 950 919 915

その他 4,447 4,480 4,303 4,127 4,244 4,114 3,652 3,427 2,890 2,891 2,875

在留外国人数 41,604 46,334 49,593 51,835 53,073 49,087 46,475 45,312 42,879 42,945 42,897

各年12月末の数字
2011年までは外国人登録者数。2012年は中長期在留者に特別永住者を加えた在留外国人の数
＊特定活動：法務大臣が特に指定する活動 技能実習生、外交官、インターンシップ等
（平成22年度から在留資格「技能実習」が新設されたため減少している）

 法務省入国管理局「在留外国人統計」を基に多文化共生課作成
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総 行 国 第 ７ ９ 号 
平成１８年３月２７日 

 
各都道府県・指定都市外国人住民施策担当部局長 殿 
 

 
総務省自治行政局国際室長 

 
 

地域における多文化共生推進プランについて 
 

 

外国人登録者数は平成１６年末現在で約２００万人と、この１０年間で約

１．５倍となり、今後のグローバル化の進展及び人口減少傾向を勘案すると、

外国人住民の更なる増加が予想されることから、外国人住民施策は、既に一

部の地方公共団体のみならず、全国的な課題となりつつあります。 

このような中、国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的差異を認め

合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きて

いくような、多文化共生の地域づくりを推し進める必要性が増しています。 

地方公共団体においては、１９８０年代後半から「国際交流」と「国際協

力」を柱として地域の国際化を推進し、旧自治省においても「地方公共団体

における国際交流の在り方に関する指針」（昭和６２年３月自治画第３７号）、

｢国際交流のまちづくりのための指針」（昭和６３年７月１日付け自治画第９

７号）及び「地域国際交流推進大綱の策定に関する指針」（平成元年２月１

４日付自治画第１７号）を策定し、地方公共団体における外国人の活動しや

すいまちづくりを促したところですが、今後は「地域における多文化共生」

を第３の柱として、地域の国際化を一層推し進めていくことが求められてい

ます。 
このような認識のもと、各都道府県及び市区町村における多文化共生施策の

推進に関する指針・計画の策定に資するため、別紙のとおり「地域における多

文化共生推進プラン」を策定しましたので通知致します。 
貴団体におかれては、地域の実情と特性を踏まえ、「地域における多文化共

生推進プラン」及び平成１８年３月７日に公表された「多文化共生の

推進に関する研究会報告書」http://www.soumu.go.jp/s-news/2006/060307 2
.html）等を参考としつつ、多文化共生の推進に係る指針・計画を策定し、地

域における多文化共生の推進を計画的かつ総合的に実施するようお願いしま

す。 
また、各都道府県におかれては、管内市区町村へ通知の上、この旨周知願い

ます。 

なお、「地域国際交流推進大綱及び自治体国際協力推進大綱における民間団
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体の位置づけについて」（平成１２年４月２４日付け自治国第４４号）におい

て、地域国際化におけるＮＰＯ、ＮＧＯ、その他の民間団体の果たす役割の重

要性について指摘したところですが、地域における多文化共生の推進にあたっ

ても同様であり、指針・計画の策定及び施策の推進においては、これら民間団

体との連携・協働に努めて下さい。 

（担当） 
総務省自治行政局国際室 

山崎、田辺、川本、永岩 
TEL：03-5253-5527 
FAX：03-5253-5530
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地域における多文化共生推進プラン 

 

 

１．地域における多文化共生の意義 

 

地域における多文化共生の意義を例示すれば次のようなものがあるが、指

針・計画（以下、「指針等」という。）においては、各地域における多文化共

生施策の経緯及び現状を整理し、課題及び将来の方向性を含め、各地域にお

ける多文化共生の意義を明確にすること。 

 

(1) 外国人住民の受入れ主体としての地域 

入国した外国人の地域社会への受入れ主体として、行政サービスを提供

する役割を担うのは主として地方公共団体であり、多文化共生施策の担

い手として果たす役割は大きいこと。 

 

(2) 外国人住民の人権保障 

地方公共団体が多文化共生施策を推進することは、「国際人権規約」、

「人種差別撤廃条約」等における外国人の人権尊重の趣旨に合致するこ

と。 

 

(3) 地域の活性化 

世界に開かれた地域社会づくりを推進することによって、地域社会の活

性化がもたらされ、地域産業・経済の振興につながるものであること。 

 

(4) 住民の異文化理解力の向上 

多文化共生のまちづくりを進めることで、地域住民の異文化理解力の向

上や異文化コミュニケーション力に秀でた若い世代の育成を図ることが

可能となること。 

 

(5) ユニバーサルデザインのまちづくり 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、対等な

関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくよう

な地域づくりの推進は、ユニバーサルデザインの視点からのまちづくり

を推進するものであること。 

 

 

２．地域における多文化共生施策の基本的考え方 

 

地域における多文化共生施策の基本的考え方には次のようなものがある

が、指針等においては、地域の特性、住民の理解、外国人住民の実情・ニー

ズ等を踏まえ、地域に必要な多文化共生施策の基本的な考え方を明確に示す

こと。 
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その際には、特に日本語によるコミュニケーション能力を十分に有しない

外国人住民に配慮すること。 

 

(1) コミュニケーション支援 

特にニューカマーの中には日本語を理解できない人もおり、日本語によ

るコミュニケーションが困難なことによる様々な問題が生じているため、

外国人住民へのコミュニケーションの支援を行うこと。 

 

(2) 生活支援 

外国人住民が地域において生活する上で必要となる基本的な環境が十

分に整っていないことが問題としてあげられるため、生活全般にわたって

の支援策を行うこと。 

 

(3) 多文化共生の地域づくり 

外国人住民が地域社会での交流機会が不足し孤立しがちであることや、

地域社会において日本人住民と外国人住民との間に軋轢が生じることも

少なくないため、地域社会全体の意識啓発や外国人住民の自立を促進する

地域づくりを行うこと。 

 

(4) 多文化共生施策の推進体制の整備 

(1)～(3)の施策を遂行するための体制整備を図るとともに、県、市町村、

地域国際化協会、国際交流協会、ＮＰＯ、ＮＧＯ、その他の民間団体の役

割分担を明確化し、各主体の連携・協働を図ること。 

 

 

３．地域における多文化共生の推進に係る具体的な施策 

 

地域における多文化共生の推進に係る具体的な施策には次のようなもの

があるが、指針等においては、具体的な施策について、推進体制の整備を

含め記述すること。 

 

(1) コミュニケーション支援 

 

① 地域における情報の多言語化 

 

ア．多様な言語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 

住民に提供される行政サービスや履行しなければならない義務の

内容、地域社会で生活する上で必要となるルールや慣習、地域が主

催するイベント等については、多様な言語・多様なメディアによる

情報提供を行うこと。 

なお、多様な言語による情報の提供に関しては、窓口のみならず

コミュニティ施設や日本語教室等、効果的な流通ルートを確保する
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こと。 

 

イ．外国人住民の生活相談のための窓口の設置、専門家の養成 

外国人住民が行政・生活情報を入手し、地域生活で生じる様々な

問題について相談できるよう、外国人住民の生活相談のための窓口

や情報センターを設置すること。 

 

ウ．ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 

通訳ボランティアを育成するとともに、外国人住民への支援に取

り組むＮＰＯや外国人の自助組織等と連携の上、多様な言語による

情報提供を推進すること。 

 

エ．地域の外国人住民の相談員等としての活用 

外国人住民が地域生活で抱えている問題は、同じような文化的・

社会的背景を有する外国人住民が一番理解できる立場にあるため、

地域の外国人住民を相談員等として活用すること。 

 

② 日本語及び日本社会に関する学習支援 

 

ア．地域生活開始時におけるオリエンテーションの実施 

外国人登録時等の機会を利用し、外国人が地域住民としての生活を

開始してからできるだけ早い時期にオリエンテーションを実施し、行

政情報や日本社会の習慣等について学習する機会を提供すること。 

 

イ．日本語および日本社会に関する学習機会の提供 

オリエンテーションの実施後も、外国人住民が継続的に日本語お

よび日本社会を学習するための機会の提供を行うこと。 

 

(2) 生活支援 

 

① 居住 

 

ア．情報提供による居住支援、入居差別の解消   

賃貸住宅の仲介を行う不動産業者に関する情報や、日本の住宅に

関する慣習やシステム等に関する情報を、外国人住民へ多様な言語

で提供すること。 

 

イ．住宅入居後のオリエンテーションの実施 

家庭ゴミなどの一般廃棄物の取扱い等、地域における生活ルール

を巡って、外国人住民と日本人住民との間に起こるトラブルは、生
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活習慣の差異に起因する場合が多いことから、地域のルール等を外

国人住民に周知するオリエンテーションの仕組みを、自治会、ＮＰ

Ｏ等と連携して構築すること。 

 

ウ．自治会・町内会等を中心とする取組の推進 

平常時・緊急時を問わず、自治会等が中心となって、ＮＰＯ、Ｎ

ＧＯ、その他の民間団体との連携を図りつつ、地域ぐるみで外国人

住民を支えていくことが重要であるため、自治会等への外国人住民

の加入を促すとともに、外国人住民と自治会等が連絡を取れる仕組

みづくりを推進すること。 

 

エ．外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置 

外国人住民への入居時の生活情報の提供や、生活相談に対応でき

る相談窓口を集住団地内に設置すること。 

 

② 教育 

 

ア．学校入学時の就学案内や就学援助制度の多様な言語による情報提

供 

小中学校の入学や学校生活および就学援助制度、その他日本の学

校制度全般について、入学の前段階から外国人住民が有効に活用で

きるよう、多様な言語で周知すること。 

 

イ．日本語の学習支援 

日本語による学習の効果を高めるために、加配教員の配置など正

規の課程内での対応のほかに、ボランティア団体と連携した学習支

援や母語による学習サポートなど課外での補習を行うこと。 

 

ウ．地域ぐるみの取組 

親子間のコミュニケーションギャップ、さらには、保護者と学校

とのコミュニケーションギャップなどが課題となっており、これら

の課題への対応については、学校のみに対応を委ねるのではなくＮ

ＰＯ、ＮＧＯ、自治会、企業等、地域ぐるみの取組を促進すること。 

 

エ．不就学の子どもへの対応  

学校に通っていない、または学校からドロップアウトした不就学

の子どもの実態を把握した上で、外国人の子どもが未来への希望を

持ち、その力を日本の地域社会においても最大限発揮できるような

教育環境の整備を行い、不就学の子どもに対する取組を講じること。 
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オ．進路指導および就職支援 

外国人生徒の高校・大学進学への進路指導や就職支援に取り組む

こと。 

 

カ．多文化共生の視点に立った国際理解教育の推進 

児童生徒を対象として、多文化共生の視点に立った国際理解教育

を推進すること。 

 

キ．外国人学校の法的地位の明確化 

各種学校および準学校法人の認可は都道府県知事の権限とされて

いることから、外国人学校の法的地位の明確化をはかるため、地域

の実情に応じて、各種学校および準学校法人の認可基準の緩和につ

いて検討すること。 

 

ク．幼児教育制度の周知および多文化対応 

保育所とも連携しながら、情報提供に努めるとともに、言語、習

慣面での配慮を行い、外国人の子どもの幼児教育に取り組むこと。 

 

③ 労働環境 

 

ア．ハローワークとの連携による就業支援  

外国人の就業機会を確保するため、地域のハローワークと連携し

て就業支援すること。 

 

イ．商工会議所等との連携による就業環境の改善 

地元の商工会議所などと連携して、地域の企業と協議の場を設け、

社会保険への加入の促進等、外国人労働者の就業環境の改善を促す

とともに、地域の企業に対しては、地域社会の構成員として、社会

的責任を有していることが理解されるよう、啓発を行うこと。 

 

ウ．外国人住民の起業支援 

起業意欲のある外国人労働者が、地域経済の特徴や外国人の発想

を活かした企業家として地域で活躍できるように、情報提供等、外

国人住民の起業支援を行うこと。 

 

④ 医療・保健・福祉 

 

ア．外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 

地域に外国語対応が可能な病院や薬局がある場合には、広報誌等

において外国人住民への積極的な情報提供を行うこと。 
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イ．医療問診票の多様な言語による表記 

診療時の医療問診票等を多言語表記とし、外国人住民が診療時に

安心して医療を受診できるようにすること。 

 

ウ．広域的な医療通訳者派遣システムの構築 

広域的な医療通訳者派遣システムを構築し、外国人住民にかかわ

る医療通訳者のニーズと、広域に存在する医療通訳者にかかわる人

的資源の効果的なマッチングを図ること。 

 

エ．健康診断や健康相談の実施 

外国人が多数居住する地域の健康診断や健康相談の実施に際して、

医療通訳者等を配置することとし、開催にあたっては多様な言語に

よる広報を行うこと。 

 

オ．母子保健および保育における対応 

多様な言語による母子手帳の交付や助産制度の紹介、両親学級の

開催などを行うとともに、多様な言語による情報提供や保育での多

文化対応を通して、保育を必要とする世帯への支援策を講じること。 

 

カ．高齢者・障害者への対応 

介護制度の紹介やケアプラン作成時の通訳者派遣など、多様な言

語による対応や文化的な配慮が求められる場合があることから、そ

の対応方策を検討すること。 

 

⑤ 防災 

 

ア．災害等への対応 

平常時から外国人住民に対する防災教育・訓練や防災情報の提供

を行うとともに、緊急時の対応として、特に、多様な言語による各

種気象警報の伝達や避難誘導の他、避難所における外国人住民の支

援方策などを行うこと。 

また、これらの外国人住民向け防災対策を各地方公共団体の地域

防災計画に明確に位置づけた上で、大規模災害発生時に外国人被災

者への対応を専門とする支援班を災害対策本部に設置すること。 

 

イ．緊急時の外国人住民の所在把握 

災害弱者の所在情報の把握は、防災対策を行う上で不可欠である

ため、外国人の所在情報について平常時から的確に把握しておくこ

と。 
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ウ．災害時の通訳ボランティアの育成・支援、連携・協働 

地方公共団体における防災部門と外国人住民施策担当部門の連

携をはじめとして、ＮＰＯ、ＮＧＯ、地域の自主防災組織など、多

様な民間主体との連携・協働を図ること。 

 

エ．大規模災害時に備えた広域応援協定 

東海地震や東南海・南海地震、首都直下地震等の大規模震災が発

生すると、被災地以外の地域からの多数の通訳ボランティアが必要

となることや、少数言語への対応の必要等を勘案し、地域国際化協

会、ＮＰＯ、ＮＧＯ、その他の民間団体も含め、地方公共団体の枠

を超えた広域の応援協定を策定すること。 

 

オ．災害時の外国人への情報伝達手段の多言語化、多様なメディアとの

連携 

災害発生時や事前の防災対策において、あらかじめ災害時に役立

つ外国語表示シート等を準備するほか、ラジオ・テレビ等の既存メ

ディアのデジタル化による多言語化や、ＩＣＴの活用、エスニック・

メディアの活用など、多様なメディアとの連携の可能性を検討する

こと。 

 

⑥ その他 

 

ア．より専門性の高い相談体制の整備と人材育成 

近時は法律や医療等の各分野における通訳相談業務の内容が高度

化する傾向にあることから、各分野について、より専門性の高い相談

体制を整備すること。 

 

イ．留学生支援 

留学生の中には、地域のまちづくりに参画する者や、定住して日本

企業に就職したり起業したりする者も増えている。日本の大学を卒業

した外国人は日本語能力に優れ、日本社会の理解も深く、多文化共生

の地域づくりのキーパーソンとなる可能性を秘めているので、このよ

うな観点からの留学生支援を行うこと。 

 

(3) 多文化共生の地域づくり 

 

① 地域社会に対する意識啓発 

 

ア．地域住民等に対する多文化共生の啓発 

日本人住民が外国人住民と共生していくために、住民や企業、ＮＰ
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Ｏ等を対象に、多文化共生の地域づくりについて啓発を行うこと。 

 

イ．多文化共生の拠点づくり 

学校、図書館、公民館等において、地域と連携しながら、多文化共

生の拠点として、教職員、保護者、そして地域住民に向けた啓発活動

を行うこと。 

 

ウ．多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 

外国人住民の母国の文化や日本の文化等を紹介する交流イベント

を開催し、地域住民が交流する機会をもうけること。 

 

② 外国人住民の自立と社会参画 

 

ア．キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援 

外国人住民が、地域住民として主体的に地域で活動できるよう、地

域の外国人コミュニティのキーパーソンとなるような人物や外国人

住民のネットワーク、そして外国人住民の自助組織の支援を行うこと。 

 

イ．外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入 

審議会や委員会などの会議への外国人住民の参加を促進し、地方公

共団体の施策に外国人住民の意見を広く反映させる仕組みを構築す

ること。 

 

ウ．外国人住民の地域社会への参画 

地域の実情に応じて適切な自立支援体制を整備すると同時に、外国

人住民の地域社会（自治会、商店街、ＰＴＡなど）への参画を促進す

ること。 

 

エ．地域社会に貢献する外国人住民の表彰制度 

外国人住民の中には、様々な形で地域社会の構成員として活躍し、

地元社会に貢献している人々もいることから、そのような活動を評価

し、表彰すること。 

 

(4) 多文化共生の推進体制の整備 

 

① 多文化共生の推進を所管とする担当部署の設置や庁内の横断的な連

携 

地域の実情に応じて多文化共生の推進を所管とする担当部署を庁内

に設置することや、外国人住民施策担当部局が中心となって、横断的

な連絡調整を行い、各部局の連携が図られるようにすること。 
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② 地域における各主体の役割分担と連携・協働 

 

【市区町村の役割】 

 

ア．市区町村の役割 

市区町村においては、地域の実情を踏まえつつ、また、都道府県と

の役割分担を明確にしながら、区域内における多文化共生の推進に関

する指針・計画を策定した上で、外国人住民を直接支援する主体とし

ての取組を行うこと。 

 

イ．各主体の連携・協働  

市区町村の外国人住民施策担当部局および国際交流協会が中心的

な役割を担い、市区町村レベルでどのようなリソースが存在している

かについて情報共有した上で、関係するＮＰＯ、ＮＧＯその他の民間

団体が連携・協働を図るための協議の場を設けること。 

 

 

【都道府県の役割】 

 

ア．都道府県の役割 

都道府県レベルにおける多文化共生の推進に関する指針・計画を

策定し、市区町村レベルの対応を促進すること。 

その際、広域の地方公共団体として、市区町村との役割分担を明

確にしつつ、市区町村との情報共有の上、通訳者などの専門的人材

育成やモデル事業の実施などの取組を推進すること。 

 

イ．各主体の連携・協働 

都道府県の外国人住民施策担当部局および国際交流協会が中心的

な役割を担い、都道府県レベルでどのようなリソースが存在してい

るかについて情報共有した上で、関係するＮＰＯ、ＮＧＯその他の

民間団体が連携・協働を図るための協議の場を設けること。 
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日系定住外国人施策の推進について 

 

 平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 

日系定住外国人施策推進会議 

 

１．はじめに 

 日本人の子孫として我が国と特別な関係にあることに着目してその受入れ

が認められ、我が国に在留する、ブラジル人、ペルー人を中心とする日系人及

びその家族（以下、これらの人々を「日系定住外国人」という。1）について

は、当時の経済情勢などもあり、昭和６３年以降、入国が急増し、一定の地域

において多数居住することとなった。2この間、平成２年には、「出入国管理及

び難民認定法」が改正施行され、これらの人々は現在、同法に定める「定住者」

等の身分又は地位に基づく在留資格で在留しており、活動に基づく在留資格に

より入国した者と異なり活動内容に制限はなく、自由に就労できる。 

 

日系定住外国人は、多くが主として派遣・請負等の雇用形態で、製造業など

に就業しながら、地域経済を支え、活力をもたらす存在として、我が国の経済

社会に貢献してきたところである。しかしながら、平成２０年秋以降の世界的

な経済危機により離職を余儀なくされ、日本語能力が不十分であることなどか

ら再就職が難しく、生活困難な状況に置かれる者が増加した。これに伴い、経

済的困窮からブラジル人学校等に通えなくなった不就学の日系定住外国人の

子供が増加するといった現象もみられた。 

 

こうした状況を受け、政府は平成２１年１月に「定住外国人支援に関する当

面の対策」、同年４月に「定住外国人支援に関する対策の推進について」をと

りまとめた。その後、２２年８月に「日系定住外国人施策に関する基本指針（以

下「基本指針」という。」）、２３年３月に「日系定住外国人施策に関する行動

計画（以下「行動計画」という。）」を策定し、各種の施策を推進してきたとこ

ろである。 

 

日系定住外国人については、日系ブラジル人を中心に、減少傾向にあるもの

の、我が国に在留するブラジル人及びペルー人のうち永住者として在留する者

                                                 
1  国籍はブラジル、ペルーの国籍を有する者に限られず、日系人であることにより、「定住者」
等の身分又は地位による在留資格で在留する外国人をいう。 

2  日系定住外国人の在留者自体を示す統計はないが、ブラジル及びペルーの国籍を有する者の
外国人登録者数の顕著な上昇は昭和６３年から始まっている。 

参考資料５
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の割合は増加傾向にあり、永住化の志向がより高まっているといえる。こうし

た中、日系定住外国人が集住する地域においては、彼らを単なる支援が必要な

者から、地域の一員として捉えようとする動きが多く見られるようになってき

ている。 

 

今般、行動計画を見直すに当たり、基本指針に記載されている内容も、日系

定住外国人に関する状況の変化や課題を踏まえる必要があることから、基本指

針、行動計画の双方を一本化した「日系定住外国人施策の推進について」とす

ることとする。なお、このとりまとめは、平成２６年４月から開始し、必要に

応じ、開始後３年を目途に見直すこととする。 

 

２．日系定住外国人施策に関する行動計画の進捗状況と課題 

（１）行動計画に掲げられた主な施策の成果 

行動計画に掲げられた施策の実施により、次のような取組の進展がみら 

れた。 

・ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的な内容・方法を

取りまとめたカリキュラム案等の５点セットを完成させるとともに、その

内容を分かりやすく解説したハンドブックを作成し、日本語教育機関・団

体に周知・広報を行い、活用の促進を図った。 

・ 政府内外の日本語教育関係機関等が持つ日本語教育に関する各種コンテ

ンツについて、インターネットを通じて横断的に利用できるシステムであ

る「ＮＥＷＳ」（日本語教育コンテンツ共有システム）の構築を行った。 

・ 学校における外国人児童生徒への教育の充実を図るため、外国人児童生

徒教育に関わる体系的・総合的なガイドラインである「外国人児童生徒受

入れの手引き」、日本語能力を把握するための評価マニュアルである「ＪＳ

Ｌ対話型アセスメントＤＬＡ」、教員研修のための「外国人児童生徒教育研

修マニュアル」の開発・配付や、情報検索サイト「かすたねっと」の開設

等を行った。 

・  日本語指導が必要な児童生徒を対象とした指導について、学校における

教育課程として位置付けられるよう、学校教育法施行規則の一部を改正し、

平成２６年度より、日本語指導が必要な児童生徒を対象とした「特別の教

育課程」の編成・実施を可能とした。 

・ 外国人学校の経営の安定及び外国人の子供の適切な就学等を図る観点か

ら、平成２４年に外国人学校の各種学校・準学校法人化の実態と課題等に

関する調査研究を行い、各都道府県に対し、その結果を周知するとともに、

地域の実情に応じ、当該認可等の弾力的な取扱いについて検討を依頼する
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通知を発出した（平成２４年３月、平成２５年１１月）。 

・ ハローワークにおける通訳の配置を行うほか、「日系人就労準備研修」を、

これまで約２万人が受講し、就労に必要な日本語や労働法令などの知識・

ノウハウの習得を図った。 

・  「定住外国人施策ポータルサイト」において、日本語に加え、英語、ポ

ルトガル語、スペイン語においても、日系定住外国人施策に関する情報の

一元化を行った。 

 

   また、行動計画に掲げられた施策により、次のような成果が挙がってい 

る。 

・ 不就学や自宅待機となっている定住外国人の子供に対して、日本語等の

指導や学習習慣の確保を図り、公立学校等への円滑な就学を支援する「定

住外国人の子供の就学支援事業」（虹の架け橋教室）の実施を通じて、平成

２４年度までに約２、６００人が公立学校やブラジル人学校等への就学を

果たした。 

・ 平成２５年１月に実施した「日系定住外国人に関する特別世論調査」で

は、日系定住外国人を地域社会で受け入れることについて、「受け入れたい」

又は「どちらかといえば受け入れたい」と回答した割合が８０．９％とな

るなど、日系定住外国人の社会への受入れの必要性・意義についての理解

の進展がみられた。 

 

（２）日系定住外国人に関する情勢の変化 

前行動計画の計画期間である平成２３年度からの３年度間で、日系定住

外国人に関する情勢の変化として、次のような点が挙げられる。  

・ ブラジル国籍者数が、ピーク時の平成１９年と比較し、２５年６月では

およそ６割となるなど、ブラジル人を中心に日系定住外国人の減少傾向が

進む一方で、永住者として在留する者の割合が高くなるなど、出稼ぎのた

めの短期的な在留から、長期間定住する傾向が強まっている。 

・ 平成２３年３月に発生した東日本大震災の発生後、災害発生時には、行

政でも即座に対応できない場合があることが認識された結果、防災・減災

への取組の必要性がより身近に感じられるようになり3、日系定住外国人を

含め、地域住民自らが行う対応が重要であるとの認識が広まっている。 

                                                 
3 平成２５年１２月に内閣府が実施した「防災に関する世論調査」によれば、「災害についての家族や身近
な人との話し合い」を行った人の割合が、平成１４年と比較して、３４.９％から６２.８％に上昇し、「家
族や身近な人と話し合った内容」のうち、「避難の方法、時期、場所について」「家族や親族との連絡手

段について」「食料・飲料水について」話し合った人の割合が、平成１４年と比較し、大幅に増加してい

る。 
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（３）日系定住外国人施策に関する課題 

前基本指針において指摘された日本語能力、子供の教育等の課題につい

ては、次のような課題が指摘されている。 

・ 日系定住外国人の中には、簡単な日本語しか話すことができない者や、

読み書きが困難な者が多く、日本語能力が不十分な者が多いといった状況

は継続している。また、不安定な雇用状況や経済的事情により、移動が頻

繁で地域社会に生活基盤を築きにくく、日本語学習を継続することが困難

な場合がある。 

・ 不就学の子供への対応については、定住外国人の子供の就学支援事業等

により、一定の成果が挙がっているものの、引き続き課題となっている。 

 

また、上記に加えて、日系定住外国人に関する情勢の変化に応じ、次の  

ような新たな課題が指摘されている。 

・ 永住化の傾向が高まるにつれ、学校で学んだり、就労する際に必要とな

る日本語能力がより求められるようになっている。 

・ 次第に日系定住外国人の中にも高齢者が増加しており、今後は、増加傾

向にある高齢者をいかに支えていくかが、新たな課題となり得る。 

・ 災害の発生時など、行政等も、多言語化が即座にできない場合における

対応や、日系定住外国人自身が支援に回れるようなあり方を考える必要が

ある。  

 

３．日系定住外国人施策に関する基本指針 

（１）日系定住外国人が置かれている状況 

   日系定住外国人が現在置かれている状況については、次のようなことが

みられる。 

・ 平成２０年末における外国人登録者数について、ブラジル人は３１万２，

５８２人、ペルー人は５万９，７２３人となっていたところ、同年以降減少

傾向にあり、２５年６月末時点の在留外国人は、ブラジル人では、１８万５，

６４４人（２０年末時の５９．４％）、ペルー人が４万８，９７９人（２０

年末時の８２．０％）となっている。これは、平成２０年秋以降の経済危機

後の厳しい経済状況やブラジル等における経済成長もあり、日本での生活を

断念した者が相当数帰国したものと推測される。一方で、ブラジル人のうち

永住者として在留している者の割合が、２０年末では３５％であったが、２

５年６月末では６１％となるなど、国内のブラジル人の半数以上が、永住者

として在留するようになっている。 
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  ・ 日本語能力が十分でない日系定住外国人ほど、不安定な雇用形態での就   

労となる傾向がある。 

・ 永住許可を受ける日系定住外国人が増えるにつれ、高等学校を含め、公立

学校に就学する子供も多数いるが、日本語能力が十分でなく、学校での学習

に支障が生じる状況は依然としてみられる。 

・ 東日本大震災以後、日系定住外国人の中にも防災意識が高まりつつある 

ものの、防災訓練等に参画している事例が少ないなど、災害に対する理解は、

まだ十分に進んでいないという状況がみられる。  

 

（２）日系定住外国人施策の基本的な考え方 

 国としては、教育、雇用などの面で各種の対策を講じてきたところであ 

るが、日系定住外国人が置かれた状況を踏まえると、日系定住外国人を日本

社会の一員としてしっかりと受け入れていくための方策を、引き続き、実施

していく必要がある。 

また、日系定住外国人の多くが日本に定住をしていくことを考えれば、 

日本社会の一員として受け入れ、社会から排除されないようにするための施

策を、国の責任として、今後とも講じていくことが求められている。 

 

このため、前基本指針において「日系定住外国人施策の基本的な考え方」

において示されている「日本語能力が不十分である者が多い日系定住外国人

を日本社会の一員としてしっかりと受け入れ、社会から排除されないように

する」ことを、継続して、日系定住外国人施策の基本的な考え方とする。 

また、日本社会の一員として受入れを進めるに当たっては、国籍などの 

異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしなが

ら、日本社会の構成員として共に生きていくという視点が大切である。 

このための施策を国の責任として講じていくこととし、地方自治体と連 

携しながら、これまでの関連施策の成果も活用しつつ、必要な施策を推進す

ることとする。 

この場合、ＮＰＯなどの支援団体とも連携を図ることが重要である。 

なお、日本に居住する他の外国人も、同様の課題を抱えている場合がある

と考えられ、日系定住外国人に対して講ずる施策については、可能な限りこ

れらの他の外国人に対しても施策の対象とすることが望ましい。 

  

さらに、新しい視点として、永住者として在留する者が増加傾向にある中、

日系定住外国人を、単なる支援が必要な者ではなく、地域社会を構成する一

員として捉えることも大切である。特に災害発生時など、日系定住外国人が
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支援に回れるようなあり方を考える必要がある。 

 

   日系定住外国人が置かれている状況や、こうした施策の基本的な考え方を

踏まえると、次の６つの分野について、対応を考えていくことが必要である。 

① 日本語で生活できるために 

② 子供を大切に育てていくために 

③ 安定して働くために 

④ 安全・安心に暮らしていくために 

⑤ 地域社会の一員となるために 

⑥ お互いの文化を尊重するために 

 

（３）日系定住外国人施策の具体的な方向性 

① 日本語で生活できるために 

・ 日系定住外国人にとって、日本語能力が不十分であることにより、日本  

での生活のあらゆる場面で支障が生じ、永住化の傾向が強まる中、日本語教

育の必要性は、ますます強まっていくものと考えられるため、日本での生活

に必要な日本語を習得する体制を、引き続き整備する必要がある。 

・ また、今後は、学校での学習や就業の基礎となる日本語等、日系定住外国

人が求めるレベルや内容が多様化することが想定されるため、こうしたニー

ズに対応した日本語教育の機会の提供も求められるものと考えられる。 

 

② 子供を大切に育てていくために 

・ 子供の就学機会を保障し、日本で生活していくために必要となる日本語や

知識・技能を習得させることが必要である。 

・ 特に、日本の公立学校に就学する日系定住外国人の子供が多数いることか

ら、引き続き、日本語能力が十分でない児童生徒への配慮など、公立学校に

おける受入れから卒業後の進路までの一貫した指導・支援体制の構築が強く

求められている。 

 

③ 安定して働くために 

・ 安定して働くためには、就労に際して求められるレベルの日本語習得や職

業能力の向上が重要である。 

・ また、日本語能力が不十分である者に対しては、多言語での就職相談や、

彼らの日本語能力に配慮した職業訓練を行う必要がある。 

 

④ 安全・安心に暮らしていくために 
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・ 東日本大震災を経て、日系定住外国人を含め、外国人に対する防災対策  

の重要性が強く指摘されているが、対策を考えるに当たっては、日系定住外

国人は、日本語能力や防災知識の不十分さなど、日本人とは異なる課題を抱

えていることに留意する必要がある。 

一方で、日系定住外国人を単に支援が必要な者という捉え方から、普段の

災害への備えなどは、日系定住外国人を同じ地域社会の一員として考えるこ

とも重要な視点として捉えるべきである。 

・ また、高齢者が次第に増加している現状を踏まえ、医療、年金、母子保   

健といった社会保障がしっかりと受けられるよう、制度の理解を含め情報提

供を行うことが必要である。 

 

⑤ 地域社会の一員となるために 

・ 日系定住外国人が地域の一員となるためには、日系定住外国人の中にも、

地域や行政と日系定住外国人たちをつなぐリーダーとなり得る人材が育成

されることが有効であると考えられる。 

・ さらに、地域社会の一員となるにあたって課題と考えられる事項について

は、自治体とも連携しながら、施策の立案に資するための調査を行うことも

必要と考えられる。 

 

⑥ お互いの文化を尊重するために 

・ 地域によって、日系定住外国人が住んでいる状況は異なるが、いずれにお

いても、国籍などが異なる人たちであっても、お互いの文化を尊重しながら、

共に生きていくことが重要であり、施策の推進に当たってはこの点に留意す

る。 

・ 日系定住外国人は、日本とブラジル等の出身国との懸け橋になり得る人材 

であり、日系定住外国人との関わりは、日本人にとっても、グローバル化に

対応できる人材の育成を図る上で、有益な経験となるものである。 

 

４．分野ごとの具体的施策  

（１）日本語で生活できるために必要な施策 

① 日本語教育の総合的な推進体制の整備等 

ア 日本語教育関係機関・団体及び関係省庁が参集した日本語教育推進会議

を開催し、引き続き日本語教育全般に係る情報交換を行う。（文部科学省） 

イ 我が国に居住する外国人にとって、日本語能力等が十分でないこと等か

ら、外国人が安心・安全に生活できないという問題を解決し、外国人が円

滑に日本社会の一員として生活を送ることができるよう、引き続き、「「生
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活者としての外国人」のための日本語教育事業」を実施し、日本語教育の

実施、人材養成、教材作成、体制整備及びコーディネーターに対する研修

を行う。（文部科学省） 

ウ 日本語教育に関する体制整備を行うため、自治体等の担当者を対象とし

た研修や意見交換を実施する。（文部科学省） 

エ 政府内外の日本語教育関係機関等が持つ日本語教育に関する各種コン

テンツについて、インターネットを通じて横断的に利用できるシステムで

ある「ＮＥＷＳ」（日本語教育コンテンツ共有システム）を運用するとと

もにコンテンツの充実を図る。（文部科学省） 

オ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的な内容・方法を

取りまとめたカリキュラム案等の５点セットについて、日本語教育機関・

団体に対して周知・広報し、活用の促進を図るとともに、必要な改善につ

いて検討する。（文部科学省） 

カ 文化審議会国語分科会日本語教育小委員会において、日本語教育におけ

るボランティア及び関係機関間の連携協力の在り方等、日本語教育の推進

に必要な事項について検討を行う。（文部科学省） 

  

② 各種手続の機会を捉えた日本語習得の促進 

ア 日本語学習の必要性、日本語学習や日常生活に関する情報、入門的な日

本語の知識等についてまとめた「日本語学習・生活ハンドブック」のポル

トガル語版、スペイン語版等を作成し、文化庁ホームページに掲載してい

るところであり、今後も引き続き情報提供に努める。（文部科学省） 

イ 平成２１年度に開催した「外国人の受入れと社会統合のための国際ワー

クショップ」において、入国前の外国人に対する情報提供のコンテンツ（日

本語学習、医療・保険、教育など）について多言語で作成した成果物を、

外務省及び在外公館のホームページに引き続き掲載するとともに、在外公

館の領事窓口に配備しており、今後も引き続き情報提供に努める。（外務

省） 

ウ ①や②イの施策の進捗状況を踏まえつつ、各種手続の機会を捉え、日本

語習得状況について確認し、必要に応じ日本語教育を受けることを促すな

ど、日本語習得の促進を図るための方策について引き続き検討する。（内

閣府、各省庁） 

 

（２）子供を大切に育てていくために必要な施策 

① 子供の教育に対する支援 

ア 外国人児童生徒等の受入れから卒業後の進路までの一貫した指導・支 
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援体制の構築を図るため、各自治体による、公立学校への受入促進・日本

語指導の充実・支援体制の整備に係る取組に対して支援を行う「公立学校

における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業」（補助事業）

を実施する。（文部科学省） 

イ 外国人児童生徒に対して日本語指導を行う教員についての加配定数を

引き続き措置するとともに、その配置の改善について検討を行う。（文部

科学省） 

ウ 日本語指導が必要な児童生徒を対象とした「特別の教育課程」の円滑 

な導入・実施を図るため、状況調査や実践事例の把握、情報提供に努める。

（文部科学省） 

エ 外国人児童生徒等の教育に関わる教員や管理職及び指導主事等を対象

として、日本語指導法等を主な内容とした実践的な研修を引き続き実施す

る。（文部科学省） 

オ 高等学校への進学を希望する生徒の受入れについての環境整備を支援

するため、受入体制が整備されている高等学校の事例の把握やその情報提

供に努める。（文部科学省） 

カ 外国人の子供等が中学校卒業程度認定試験を受験しやすくなるように、

全ての漢字に振り仮名を振った問題冊子による受験を可能とし、日本語能

力試験Ｎ２以上の合格者について国語の科目免除を認める等の措置を引

き続き講じる。（文部科学省） 

キ 日系定住外国人の子供が教育を受ける機会を確保するため、在留期間 

更新等の際に、文部科学省において作成している就学に関するリーフレッ

トを配布すること等によりその就学を促進する。（法務省、文部科学省） 

ク 定住外国人の子供の公立学校等への円滑な就学を支援するため、「定住 

外国人の子供の就学支援事業」（虹の架け橋教室）について、平成２６年

度も引き続き実施する。また、教育委員会や自治体と連携した地域の体制

整備や、子供の国籍の多様化、外国人集住地域以外の地域における対応等

の課題への適切な対応を図る観点から、本事業の最終年度に当たり、平成

２７年度以降の支援の在り方について検討を行う。（文部科学省） 

 

② ブラジル人学校等の各種学校・準学校法人化の促進等の支援、ブラジル本

国政府などへの要請等 

ア 平成２１年度に作成した「準学校法人設立・各種学校認可の手続きのマ

ニュアル」（日本語版とポルトガル語版）の周知を引き続き図るとともに、

外国人学校の各種学校設置認可等を促進するため、都道府県に対し、地域

の実情に応じ、当該認可等の弾力的な取扱いについて引き続き促す。（文
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通じ、どのような方策が可能かについて引き続き検討する。（内閣府、文

部科学省、厚生労働省、経済産業省）  

 

④ 就労の適正化のための取組 

ア 雇用対策法に基づく外国人雇用状況の届出等に基づいて、ハローワーク

の職員等が事業所を訪問する等により、「外国人労働者の雇用管理の改善

等に関して事業主が適切に対処するための指針」に基づく雇用管理改善指

導を行うとともに、より専門的な相談援助が必要と認められる事業所へは、

外国人雇用管理アドバイザーによる相談援助を引き続き行う。（再掲）（厚

生労働省） 

 

（４）安全・安心に暮らしていくために必要な施策 

① 防災・減災のための対策 

ア 消防庁ホームページの外国人向け災害対応に関する普及啓発ホームペ

ージ等各種広報媒体により引き続き周知を行う。（総務省） 

イ 地方自治体に対し、災害時のより円滑な外国人住民対応に向けて、日系

定住外国人向けの防災対策の推進に関する必要な助言及び対策事例につ

いての情報提供を引き続き行う。（総務省）  

ウ 大規模災害発生時に、外国人が必要とする情報提供を行うことができ 

るよう、引き続き、災害時情報共有用の Facebook の充実を図る。（外務省） 

エ 自治体等に対して、「やさしい日本語」を活用した災害発生時の情報提

供方法について習得するためのコンテンツの整備等を行う。（内閣府） 

オ 自治体に対し、地域防災計画において位置付けるなど、「やさしい日本

語」の積極的な活用を推奨する。（内閣府） 

カ 災害関連制度・施策の多言語化を積極的に図る。（内閣府） 

キ 過去の災害等における外国人対応について、定住外国人施策ポータルサ 

イトの活用等により共有を図る。（内閣府） 

ク 日系定住外国人が支援側として参画する防災訓練の取組など、先進事例 

の紹介を通して、日系定住外国人も災害時に支援に回ることの重要性の周

知を図る。（内閣府） 

 

② 防犯対策 

ア 各都道府県警察において、日系定住外国人に対して、犯罪被害者となる

ことを防止すること等を目的とした防犯教室、非行防止教室を開催し、そ

の際に防犯相談ハンドブック等を配布するなど、関係機関等と連携しつつ、

防犯対策等の充実を引き続き図る。（警察庁） 
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イ 日系定住外国人を中心に結成され、通学路における子供の保護・誘導等

の活動を行っている自主防犯団体に対し、活動のための物品の無償貸付を

行うとともに、各都道府県警察において、同団体等に対する地域安全情報

の提供、合同パトロールの実施等の支援を引き続き行う。（警察庁） 

 

③ 交通安全対策 

ア 各都道府県警察において、引き続き、日系定住外国人に対して、交通ル

ールに関する知識の普及を目的とした交通安全教室を開催するとともに、

各種言語に対応した外国人向けの教材の充実を図る。（警察庁） 

 

④ 公的賃貸住宅の活用、民間賃貸住宅への入居支援 

ア 公営住宅等に関し、在留資格を持つ外国人について、日本人と同様の入

居を認めるよう、引き続き取組を推進する。（国土交通省） 

イ 離職退去者の居住安定確保に向け、若年単身者等本来の入居対象者以外

の者に利用させる場合の手続きの簡素化を通じ、地方自治体が供給する公

営住宅等の空き家の活用を引き続き図る。（国土交通省） 

ウ 外国人を対象とした民間賃貸住宅への入居円滑化に関するガイドライ

ンや部屋探しに関するガイドブックについて、国土交通省ホームページで

の公表等を通じ、一層の普及促進を図る。（国土交通省） 

エ 地方自治体や関係事業者、居住支援団体等が組織する居住支援協議会の

活動に対する支援や家賃債務保証の実施により、外国人世帯の民間賃貸住

宅への入居を円滑化し、居住の安定を確保する。（国土交通省） 

 

⑤ 社会保険、国民健康保険の加入促進等 

ア 外国人を雇用する事業所に対する社会保険への加入促進のための指導

を引き続き行うとともに、外国人の在留資格の変更、在留期間更新等の際

に社会保険制度未加入が判明した外国人について、社会保険制度への加入

が円滑に進むよう、社会保険制度の加入を促すリーフレットを法務省の地

方入国管理官署で引き続き配布し、社会保険の適用を促進する。（厚生労

働省） 

 

⑥ 外国人患者受入環境の整備 

ア 国内医療機関において、外国人患者を受け入れる上で支障となる問題と

して、外国人患者と医療機関スタッフとの間の言語に関連するコミュニケ

ーションの難しさがある。この問題に対応し、外国人が安心・安全に日本

の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等が配置されたモデル拠点
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閣府） 

イ 日本の教育制度や就学の手続き等をまとめた就学ガイドブックのポル

トガル語版、スペイン語版等を作成し、全都道府県・市町村教育委員会、

在外公館等に配布しているほか、文部科学省ホームページにも掲載してい

るところであり、今後も引き続き情報提供に努める。（文部科学省） 

ウ 国民年金制度の勧奨リーフレットのポルトガル語版、スペイン語版等を

作成し、日本年金機構のホームページに掲載するほか、全国の年金事務所

において配布し、加入勧奨を図っているところであり、今後も引き続き情

報提供に努める。（厚生労働省） 

エ 妊婦健康診査の受診勧奨リーフレットのポルトガル語版、スペイン語版

等を作成し、厚生労働省のホームページに掲載しているところであり、今

後も引き続き情報提供に努める。（厚生労働省） 

オ 各都道府県警察において、外国語による運転免許学科試験及び講習予備

検査の実施に関する取組を推進する。（警察庁） 

カ 平成２１年度に開催した「外国人の受入れと社会統合のための国際ワー

クショップ」において、入国前の外国人に対する情報提供のコンテンツ（日

本語学習、医療・保険、教育など）について多言語で作成した成果物を外

務省及び在外公館のホームページに引き続き掲載するとともに、在外公館

の領事窓口に配備しており、今後も引き続き情報提供に努める。（再掲）

（外務省） 

キ 日本語学習の必要性、日本語学習や日常生活に関する情報、入門的な日

本語の知識等についてまとめた「日本語学習・生活ハンドブック」のポル

トガル語版、スペイン語版等を作成し、文化庁ホームページに掲載してい

るところであり、今後も引き続き情報提供に努める。（再掲）（文部科学省） 

ク 国税庁において、外国人のための所得税申告の手引き等の英語版を引き

続き作成するほか、日系定住外国人からのニーズが多い一部の国税局にお

いては、一部の様式についてポルトガル語版・スペイン語版も引き続き作

成し、外国人納税者へ申告書を発送する際に同封又は税務署窓口において

交付するほか、当該国税局のホームページにも掲載する。（国税庁） 

ケ 中長期的に、あらゆる行政文書を翻訳することができるやさしい日本語

の開発の可否について検討を行う。（内閣府） 

 

（６）お互いの文化を尊重するために必要な施策 

① 地方自治体における自主的な多文化共生の取組の促進 

ア 地方自治体における多文化共生の取組を促進するため、平成１８年３月

に策定した「地域における多文化共生推進プラン」について、各種会議等
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を通じて周知する等必要な施策の普及を引き続き図る。（総務省） 

イ 地方自治体における多文化共生の取組を促進するため、地方自治体の先

進的な取組事例等参考となる情報を提供する。（総務省） 

 

② 日系定住外国人の社会への受入れの必要性・意義についての周知等 

ア 「定住外国人施策ポータルサイト」の活用等により、集住地域を有する

地方自治体のまちづくりの成果やＮＰＯ、企業等の活動実績の紹介等を通

じ、地方自治体、ＮＰＯ、企業等による取組を奨励し、日系定住外国人の

日本社会への受入れを積極的に行う環境を整備するとともに、日系定住外

国人の日本社会への受入れの必要性・意義について国民一人ひとりがその

理解をより一層深めるための取組を進める。（一部再掲）（内閣府、各省庁） 

 

５．推進体制 

（１）本とりまとめに盛り込まれた事項の推進状況については、日系定住外国

人施策推進会議幹事会等によって、適宜フォローアップを行う。 

（２）施策の推進に当たっては、地方自治体、ＮＰＯなどの支援団体等との連

携を積極的に図り、地方自治体等の知恵を活かしながら施策を実施すること

とする。 

 



 







- 1 - 

 

外国人 

 

【現状と課題】 

わが国における在留外国人数は、2014（平成 26）年 12 月現在で約 210 万人となっていま

す。2008（平成 20）年の秋以降の世界的な経済危機により、外国人住民数は減少傾向にあり

ましたが、2013 年には増加に転じました。 

日系定住外国人については、日系ブラジル人を中心に減少傾向にあるものの、永住者とし

て在留する者の割合は増加傾向にあり、永住化の志向がより高まっているといえます。 

  

本県においても、1990（平成２）年の「出入国管理及び難民認定法」の改正以降、日系人

をはじめとする外国人住民数（登録者数）は、急激に増加しましたが、2008（平成 20）年以

降減少を続け、2014（平成 26）年末現在の外国人住民数は 41,251 人となっています。県内

総人口に占める外国人の比率は 2.22％と、県民の約 45 人に１人は外国人という状況です。

国籍別では、ブラジルが全体の 27.9％を占め、中国、フィリピン、韓国または朝鮮、ペルー

と続いています。 

  

国は、2009（平成 21）年、内閣府に定住外国人施策推進室を設置するとともに、定住外国

人施策推進会議において、外国人住民に対する施策に関係省庁が連携して取組を推進する体

制を整備しました。2014（平成 26）年３月には「日系定住外国人施策に関する基本指針」と

「日系定住外国人施策に関する行動計画」の双方を一本化した「日系定住外国人施策の推進

について」を策定するなど、施策を推進してきました。 

  

県では、2007（平成 19）年３月に「三重県国際化推進指針」を策定し、多言語による情報

提供等の「コミュニケーション施策の推進」、医療通訳の育成・派遣や外国人児童生徒教育の

推進等の「生活支援」、外国人住民の地域社会への参加を促進する「多文化共生の地域づくり」

等、多文化共生社会づくりの推進に向けた取組を進めてきました。 

  

しかし、依然として外国人に対する労働、教育における不利な取り扱い、偏見や差別等が

存在しています。外国人住民は、言語や文化の違い等から、地域住民との意思疎通や相互理

解が進みにくい状況にあります。また、教育、医療、就労等生活上のさまざまな場面で課題

を抱えています。 

  

中でも、教育においては、外国人児童生徒の中に、学校に行くことができず、学ぶ権利を

保障されていない状況がありますが、就学状況の把握についての取組も進められています。

また、学校に行っている子どもについても、学校、教育委員会により対応はされているもの

の、日本語指導が必要な外国人児童生徒に対する日本語習得支援や、進学や就職等、子ども

の進路についての保護者への啓発が必要です。 

 

このように、外国人児童生徒への教育面での課題が深刻となっています。あわせて、外国

人女性に対するＤＶやセクシュアル・ハラスメントをはじめさまざまな暴力に関する問題も

深刻です。 

一方、歴史的経緯から日本で生活することになった在日韓国・朝鮮人等の人びとへの理解

は、まだ十分に進んでいるとは言えません。誤った理解や偏見から生じる差別、社会的に不

利益を被る事態等については、依然として解消されておらず、近年ヘイトスピーチと呼ばれ
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【めざす姿】 

外国人住民が、教育、医療、就労等の生活面に関して、行政等による十分な情報や支援を

得るとともに、自国の文化や習慣、価値観等が尊重され、地域の活動や方針決定等へ参加、

参画しています。 

日本人も外国人住民等も、文化や習慣、価値観の違い等の文化的背景の多様性を互いに認

めあい、共に地域社会の一員として尊敬し、差別や偏見のない環境のもとで、安心して暮ら

せる地域社会づくりを進めています。 

 

【基本方針】 

○ 学習や啓発の取組を推進し、国籍や文化の違いを認めあい、対等な関係のもとで地域

社会の一員として安心して共に生きていける社会づくりを進めます。 

○ 行政、企業、住民組織・ＮＰＯ等の多様な主体が連携し、文化的背景の異なる住民が

一緒に地域社会を築いていける環境づくりに向けて、労働、医療、居住等さまざまな

点で安全で安心な生活を送ることができるよう引き続き支援を行います。 

○ 子どもの就学、行政や地域活動への参加の促進等の社会参画を推進し、外国人が当然

に尊重されるべき権利の擁護のために取り組みます。 

 

【取組項目】 

１ 多文化共生社会における相互理解のための教育・啓発の推進 

２ 文化的背景の異なる住民が一緒に地域社会を築くための基盤となる安全で安心な生活の

支援 

３ 外国人の権利擁護と社会参画の促進 
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等に関する啓発を一層進めます。 

③ 外国人住民に関する歴史や現状等についての学習・啓発の推進 

外国人住民が、日本で暮らすことになった歴史的経緯や社会的背景、現状等

についての学習・啓発を進めます。 

 

２ 文化的背景の異なる住民が一緒に地域社会を築くための基盤となる安全で安心な

生活の支援 

① 外国人労働者の相談窓口の充実 

外国人労働者に対する相談体制を充実し、労働に関するトラブルの未然防止

に努めるとともに、労働委員会等のあっせんを紹介するなど、外国人労働者か

らの相談に対応します。 

② 外国人住民に対する保健・医療・福祉等の環境整備 

外国人住民が地域で安心して生活するためには、疾病等の予防とともに、円

滑に医療を受けられる環境の整備が重要です。そのため、保健、医療、医療保

険等の制度や仕組みを周知するとともに、市町・ＮＰＯ等と連携して医療通訳

制度の利用促進に取り組むなど、外国人住民が利用しやすい環境づくりを促進

します。 

③ 外国人住民への情報提供、相談窓口の充実 

多言語による生活情報をインターネット上に掲示するなど、外国人住民が地

域で安心して生活できるよう情報提供の充実を図ります。また、外国人住民の

さまざまな相談に対応するため、少数言語も含めた多言語による相談窓口を設

置します。さらに、外国人住民とのコミュニケーションの促進を図るため、日

本語学習機会の提供や、必要な情報をわかりやすい日本語で伝える「やさしい

日本語」の普及を図ります。 

④ 外国人住民の居住の安定確保に関する支援 

高齢者、障がい者、子育て世帯等住宅の確保に特に配慮を要する人（住宅確

保要配慮者）の賃貸住宅への円滑な入居のため、多様な主体が連携して事業を

実施する「三重県居住支援連絡会」を活用し、外国人住民の住居確保のための

情報提供等の支援を行います。また、外国人住民が、地域の生活ルールを学ぶ

機会を増やし、地域住民との相互理解が促進されるよう働きかけます。 

⑤ 外国人住民への防災に関する支援 

災害発生時に備えて、外国人住民への防災啓発や災害情報伝達体制の整備、

被災した外国人住民を支援するボランティアの育成等の支援を行います。 

 

３ 外国人の権利擁護と社会参画の促進                      

① 外国人住民による行政への参画の促進 

外国人住民の意見を行政に反映させていくため、外国人住民の各種審議会委

2
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員等への登用等、さまざまな機会をとらえ外国人住民の意見を行政に反映させ

やすい仕組みをつくっていきます。 

② 外国人児童生徒への教育支援 

市町教育委員会や学校等と連携して、初期適応指導の充実を図ります。また、

外国人児童生徒が在籍する学校等への巡回指導員の派遣や、電話等による教育

相談窓口を設置するなどの支援を行います。さらに、就学に関する情報不足や

保護者の不安定な生活環境等のさまざまな理由で、外国人児童生徒が不就学等

とならないよう取り組みます。加えて、「外国人の子どもに向けたキャリアガイ

ド」（多言語による職業案内）や先輩たちのメッセージを紹介する「キャリアガ

イドＤＶＤ」を活用し、外国人児童生徒の進路支援を行います。 

③ 学習内容・指導方法及び教材の開発・普及、研修の充実 

外国人児童生徒への日本語指導や国際理解教育等に関する学習内容・指導方

法の充実に努めます。 

 

注：外国人に関する表記について 

「外国人住民」、「外国人児童生徒」という言葉は、本来外国籍の住民等を意味します

が、本行動プランでは日本国籍であっても文化的背景やルーツが外国にある住民や児童生

徒も含めて使用しています。  

 
****************************************************************************** 

※１ 外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章 
  東海地域（岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市）の経済を支える外国人労働者の

適正雇用に関し、経済界、企業グループ全体で取り組んでもらうとともに、定住化、
永住化が進む外国人労働者が日本社会に適応し、地域住民と共生できるような環境
整備等にも自主的に取り組んでいただく契機とするため、東海三県一市（岐阜県、
愛知県、三重県、名古屋市）は地元経済団体の協力を得て、2008(平成 20)年１月に
策定しました。 
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